
さいたま市認可保育所等における保育士等配置に係る特例実施要綱 

 

制定 令和２年１０月２７日 子幼の第１３７５号（子ども未来局長決裁） 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平

成２４年さいたま市条例第６６号。以下「児童福祉施設基準条例」という。）附則第

７項から第１０項まで、さいたま市幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園

及び地方裁量型認定こども園の認定の要件を定める条例（平成３０年さいたま市条

例第２４号。以下「幼稚園型認定こども園等認定条例」という。）附則第３項から第

７項まで、さいたま市幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準に関する条例

（平成２６年さいたま市条例第５１号。以下「幼保連携型認定こども園基準条例」

という。）附則第８項から第１１項まで及びさいたま市家庭的保育事業等の設備及び

運営の基準に関する条例（平成２６年さいたま市条例第５５号。以下「家庭的保育

事業等基準条例」という。）第６項から第９項までに規定する職員配置に係る特例（以

下「職員配置特例」という。）の運用に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

 （職員配置特例の適用） 

第２条 保育所（本条及び第８条から第１２条までにおいては、さいたま市保育所条

例（平成１３年条例第１７５号）に基づき設置する保育所を除く。）、幼保連携型認

定こども園、幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園、地方裁量型認定こど

も園、小規模保育事業所Ａ型及び保育所型事業所内保育事業所（以下「施設」とい

う。）を運営する者（以下「施設運営者」という。）は、次の各号のいずれかに該当す

るときは、職員配置特例を適用しないよう努めなければならない。 

 ⑴ 施設が、本市が実施した指導監査の結果等に基づく勧告や改善命令を受けた日

の翌日から起算して３年を経過していないとき。 

 ⑵ 施設が、保育士が専門的業務に専念できるよう業務負担の見直しを行っていな

いとき。 

 ⑶ 施設が、さいたま市保育士等処遇改善事業補助金交付要綱に基づく補助金の交

付を受けていないなど、保育士等の処遇改善を行っていないとき。 



 （朝夕等の児童が少数となる時間帯における保育士等の配置） 

第３条 児童福祉施設基準条例附則第７項、幼稚園型認定こども園等認定条例附則第

３項、幼保連携型認定こども園基準条例附則第８項及び家庭的保育事業等基準条例

附則第６項に規定する保育士、幼稚園教諭の普通免許状を有する者又は保育教諭と

同等の知識及び経験を有すると市長が認める者とは、次の各号のいずれかに該当す

る者とする。 

 ⑴ 幼稚園教諭若しくは小学校教諭又は養護教諭の普通免許状を有する者であって、

職員配置特例に基づく職員として施設に就業する日の時点で子育て支援員研修

（地域保育コース（地域型保育）。以下「支援員研修」という。）を修了している

者又は就業の日の翌日から起算して１年以内に支援員研修を修了する見込みの者。 

 ⑵ 看護師又は准看護師の資格を有する者であって、職員配置特例に基づく職員と

して施設に就業する日の時点で支援員研修を修了している者又は就業の日の翌日

から起算して１年以内に支援員研修を修了する見込みの者。 

 ⑶ 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３１条の規定に基づく確

認を受けた施設、同法第４３条の規定に基づく確認を受けた事業所（同法第７条

第８項に規定する事業を除く。）又は児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第

５９条の２の規定に基づく届出を行った施設（同法第６条の３第１１項に規定す

る業務を目的とする施設を除く。）において、１，４４０時間以上、児童の保育に

関する業務に従事した経験を有する者であって、職員配置特例に基づく職員とし

て施設に就業する日の時点で支援員研修を修了している者又は就業の日の翌日か

ら起算して１年以内に支援員研修を修了する見込みの者。 

 ⑷ 子ども・子育て支援法第４３条の規定に基づく確認を受けた同法第７条第６項

に規定する事業において、家庭的保育者又は家庭的保育補助者として従事した経

験を有する者。 

 ⑸ 職員配置特例に基づく職員として施設に就業する日の時点で支援員研修を修了

している者であって、保育士資格の取得を希望している者。 

 

 （幼稚園教諭及び小学校教諭並びに養護教諭の活用） 

第４条 児童福祉施設基準条例附則第８項、幼稚園型認定こども園等認定条例附則第

４項及び第５項、幼保連携型認定こども園基準条例附則第９項並びに家庭的保育事



業等基準条例附則第７項に規定する幼稚園教諭若しくは小学校教諭又は養護教諭の

普通免許状を有する者は、職員配置特例に基づく職員として施設に就業する日の時

点で支援員研修を修了している場合を除き、就業の日の翌日から起算して１年以内

に支援員研修を修了しなければならない。 

 

 （保育の実施に当たり必要となる保育士等の配置） 

第５条 児童福祉施設基準条例附則第９項、幼稚園型認定こども園等認定条例附則第

６項、幼保連携型認定こども園基準条例附則第１０項及び家庭的保育事業等基準条

例附則第８項に規定する保育士、幼稚園教諭の普通免許状を有する者又は保育教諭

と同等の知識及び経験を有すると市長が認める者とは、次の各号のいずれかに該当

する者とする。 

 ⑴ 幼稚園教諭若しくは小学校教諭又は養護教諭の普通免許状を有する者であって、

職員配置特例に基づく職員として施設に就業する日の時点で支援員研修を修了し

ている者又は就業の日の翌日から起算して１年以内に支援員研修を修了する見込

みの者。 

 ⑵ 看護師又は准看護師の資格を有する者であって、職員配置特例に基づく職員と

して施設に就業する日の時点で支援員研修を修了している者又は就業の日の翌日

から起算して１年以内に支援員研修を修了する見込みの者。 

 ⑶ 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３１条の規定に基づく確

認を受けた施設、同法第４３条の規定に基づく確認を受けた事業所（同法第７条

第８項に規定する事業を除く。）又は児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第

５９条の２の規定に基づく届出を行った施設（同法第６条の３第１１項に規定す

る業務を目的とする施設を除く。）において、２，８８０時間以上、児童の保育に

関する業務に従事した経験を有する者であって、職員配置特例に基づく職員とし

て施設に就業する日の時点で支援員研修を修了している者又は就業の日の翌日か

ら起算して１年以内に支援員研修を修了する見込みの者。 

 ⑷ 子ども・子育て支援法第４３条の規定に基づく確認を受けた同法第７条第６項

に規定する事業において、家庭的保育者又は家庭的保育補助者として従事した経

験を有する者。 

 ⑸ 職員配置特例に基づく職員として施設に就業する日の時点で支援員研修を修了



している者であって、保育士資格の取得を希望している者。 

 

 （職員配置特例に基づく職員の人数制限） 

第６条 児童福祉施設基準条例附則第１０項、幼稚園型認定こども園等認定条例附則

第７項、幼保連携型認定こども園基準条例附則第１１項及び家庭的保育事業等基準

条例附則第９項に規定する保育士の数又は職員の数は、各時間帯において必要とな

る保育士の数又は職員の数とする。 

 

 （職員配置特例に基づく職員の専門性を踏まえた配慮） 

第７条 施設運営者は、幼稚園教諭又は小学校教諭の普通免許状を有する者の専門性

を考慮し、幼稚園教諭については３歳児から５歳児まで、小学校教諭については５

歳児を中心とした保育に従事させるよう努めるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、施設運営者が、幼稚園教諭又は小学校教諭の普通免許

状を有する者を前項に規定する年齢以外の児童の保育に従事させようとするときは、

必要となる知識及び技術を習得し、適切な保育を提供できるようにするため、ＯＪ

Ｔや施設内研修等の実施、事務の引継ぎその他必要な措置を講じなければならない。 

 

 （職員配置特例に基づく職員に対する研修等） 

第８条 施設運営者は、職員配置特例に基づく職員が当該施設で就労するに当たって

必要となる知識及び技術を習得し、職員間の連携が十分に図れる体制を確保するた

め、当該職員を指導する保育士の選任、ＯＪＴや施設内研修等の実施、事務の引継

ぎその他必要な措置を講じなければならない。 

 

 （職員配置特例の適用に係る届出） 

第９条 職員配置特例を適用しようとする施設運営者は、保育士等配置特例の適用に

係る届出書（様式第１号）により、あらかじめ市長に届け出るものとする。 

 

 （届出事項の変更） 

第１０条 前条の規定による届出を行った施設運営者は、届出事項を変更しようとす

るときは、保育士等配置特例に係る変更届出書（様式第２号）により、その旨をあ



らかじめ市長に届け出るものとする。 

 

 （職員配置特例の適用停止） 

第１１条 職員配置特例の適用を全て取りやめた施設運営者は、保育士等配置特例の

適用停止届出書（様式第３号）により、その旨を市長に届け出るものとする。 

 

 （施設運営者に対する指導） 

第１２条 市長は、第９条及び第１０条の規定による届出の内容確認等の結果、次の

各号のいずれかに該当する事実が判明したときは、施設運営者に対し、職員配置特

例の適用の取りやめ、該当する職員の配置の取りやめその他必要な指導を行うこと

ができる。 

 ⑴ 第２条に該当する施設が職員配置特例を適用しているとき。 

 ⑵ 施設が、職員配置特例に基づく職員として、第３条から第５条までの規定に該

当しない職員を配置しているとき。 

 ⑶ 施設が、適切な保育を提供していないことを確認できたとき。 

 

 （その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附  則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 （準備行為） 

２ 第９条又は第１０条の規定による届出及びこれに関し必要な手続その他の行為は、

この告示の施行の日前においても、第９条又は第１０条の規定の例により、行うこ

とができる。 

 


